
包括外部監査 措 置 状 況 報 告 書

（地方自治法第252条の38第6項に基づくもの）

対　　　象 岐阜市の保育事業 結果欄の記載方法

監査実施年度 平成29年度 ○、△、×のいずれかを記入

提　出　日(最新提出日) 平成30年7月31日 ○：措　　置　　済　　措置を講じた（実施中含む）もの

監査委員公表日 平成30年10月9日 △：検　　討　　中　　検討中のもの

×：未実施決定済　 措置を講じないことを決定したもの

第３　保育事業の運営状況について

指摘及び意見 措置状況（平成３０年７月末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

1　意見
【所管課における収支の把握】
市立保育所でも保育所別に収支を把握すべきであ
る。

市立保育所について、平成１６年度から運営費が一般財源化されたため、施設型給付
費等の支給はなく、実質的な歳入は保護者からの保育料のみであるため、保育所別に
歳入の管理を行うことは難しい。また、歳出においては、保守契約や物品調達等は、複
数の保育所をまとめて行ったり、施設の修繕は、緊急度等を考慮した上で、一括で発
注するなどして経費を削減しており、保育所別収支を把握する必要性は薄いと判断す
る。

× 子ども未来部 子ども保育課 2215 67

第４　民間保育園等に対する補助金交付の状況

指摘及び意見 措置状況（平成３０年７月末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

1　指摘
【各補助金の交付要綱】
一時預かりの時間延長に対する補助金について補
助金の趣旨に従い、時間延長について補助金を支
給すべきである。

実態に即した補助要件になるよう、検討を行っていく。 △ 子ども未来部 子ども保育課 2213 78

第５　保育所（園）施設整備の現状と対応について

指摘及び意見 措置状況（平成３０年７月末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

1　意見
【保育所（園）の整備及び営繕】
保育所施設の整備対象案件の選定にあたっては、
より多くの利害関係者の意見を収集できるような取り
組みを検討することが望まれる。

従前から各保育所では、保護者からの意見や苦情を受け付ける意見箱を設置して、そ
の意見に対応する担当職員を選任している。

○ 子ども未来部 子ども保育課 2215 84

2　意見
【遊具の安全点検】
遊具の安全点検は国土交通省が認定する有資格
者に実施させることにより、一定水準以上の品質が
常に確保することが望まれる。

毎年度、公園施設製品整備技師等有資格者による点検を実施しており、今後も実施し
ていく。

○ 子ども未来部 子ども保育課 2215 85

3　意見
【子どもの安全に配慮した対応】
遊具の定期点検の結果、修繕が必要と判断された
ものの、資金がないために当該遊具が使用不可と
ならないよう、修繕計画の精度を一層高め、緊急対
応が必要となる事態を回避することが望まれる。

定期点検の結果に基づいて、修繕を計画的に実施しており、今後も実施していく。 ○ 子ども未来部 子ども保育課 2215 87

4　指摘
【備品管理】
私立保育園、認定こども園において、規定に基づ
き、備品管理を行っていく必要がある。

毎年度、実地指導の際に、経理規程に基づき適正に備品管理を行うよう指導していく。 ○ 子ども未来部 子ども保育課 2213 88

第６　保育所（園）の施設及び児童の安全管理は適切にされているか

指摘及び意見 措置状況（平成３０年７月末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

1　意見
【私立保育園の安全管理】
入所者の安全・快適な生活空間の確保の項目につ
いて、指摘を受けないよう対策をとることが望まれ
る。

毎年度、実地指導の際に、安全管理等について問題がないか確認し、改善が必要な
事項については、報告書を提出させて、改善状況を確認しており、今後も実施してい
く。

○ 子ども未来部 子ども保育課 2213 96

2　意見
【認定こども園及び小規模保育施設の安全管理】
毎年の実地指導を引き続き行うことで、保育の質の
向上を図り、今後指摘を受けることはなくなると考え
られる。

毎年度、実地指導の際に、安全管理等について問題がないか確認し、改善が必要な
事項については、報告書を提出させて、改善状況を確認しており、今後も実施してい
く。

○ 子ども未来部 子ども保育課 2213 96

平成30年7月末時点の措置状況　（既に措置済みのものも含む）

措置済 検討中 未実施決定済 合計

17 9 2 28



包括外部監査 措 置 状 況 報 告 書

（地方自治法第252条の38第6項に基づくもの）

対　　　象 岐阜市の保育事業 結果欄の記載方法

監査実施年度 平成29年度 ○、△、×のいずれかを記入

提　出　日(最新提出日) 平成30年7月31日 ○：措　　置　　済　　措置を講じた（実施中含む）もの

監査委員公表日 平成30年10月9日 △：検　　討　　中　　検討中のもの

×：未実施決定済　 措置を講じないことを決定したもの

平成30年7月末時点の措置状況　（既に措置済みのものも含む）

措置済 検討中 未実施決定済 合計

17 9 2 28

第７　保育所の契約事務は適切になされているか

指摘及び意見 措置状況（平成３０年７月末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

1　意見
【随意契約に基づく契約手続き】
最低制限価格を随意契約において導入している他
市町村もあることから、岐阜市においても検討する
ことが望まれる。

随意契約においては、ダンピングを行う業者など契約内容の適正な履行等を確保しえ
ない者をあらかじめ排除することが可能であり、また、予定価格についても競争入札の
ように契約の上限というわけではなく、単なる契約基準にすぎず、必ずしもこの制限内
で契約を締結する必要はないとされている。よって、随意契約で、予定価格に対し契約
金額の下限を設定するという最低制限価格を設定することはなじまないと考える。

× 行政部 契約課 2759 111

第８　保育所（園）の入所選考手続きは適切になされているか

指摘及び意見 措置状況（平成３０年７月末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

1　指摘
【保育所（園）の入所選考】
保育料の滞納がある場合の入所に際しては、納付
相談や滞納処分を経た上で入所を決定する旨をイ
ンターネット上や『入所あんない』等において周知
する必要がある。

保育料の滞納がある場合の入所の取り扱いについては、それぞれの保護者毎に丁寧
に対応している。また、納付相談を促す旨を、ホームページに掲載した。平成３１年度
用入所あんないにも掲載予定である。

○ 子ども未来部 子ども保育課 2216 120

2　意見
【優先順位の決定方法】
入所選考に恣意性が介入していないこと、基準の
透明性、選考の公平性を担保していくために、
チェックリスト等を活用し、優先順位が適切に運用さ
れる仕組みの導入が望まれる。

平成３０年度より、新たにチェックリストを作成し、それを利用した上で優先順位を決定
している。

○ 子ども未来部 子ども保育課 2216 121

3　意見
【優先順位が同じである場合の選考優先基準】
入所選考担当者が、入所希望者の優先順位が同じ
である場合の選考優先基準の点数の付け漏れが発
生しないよう、チェックリスト等の導入をすることが望
まれる。

平成３０年度より、新たにチェックリストを作成し、それを利用した上で優先順位を決定
している。

○ 子ども未来部 子ども保育課 2216 121

第９　保育料の決定手続

指摘及び意見 措置状況（平成３０年７月末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

1　意見
【保育料の計算】
保育料の決定方法について、網羅的に記載するこ
とが望まれる。

保育料の決定における収入要件等について、ホームページに掲載した。平成３１年度
用入所あんないにも掲載予定である。

○ 子ども未来部 子ども保育課 2216 134

2　意見
【保育料減免手続】
保育料の減免手続について、ホームページや「入
所あんない」に載せていないため、入所希望者に対
して周知することが望まれる。

保育料の減免手続きについては、それぞれの保護者毎に状況が異なっていることか
ら、保育料に対する相談に応じる際に丁寧に対応している。また、保育料に対する相談
を促す旨は、ホームページには既に掲載している。平成３１年度用入所あんないにも掲
載予定である。

○ 子ども未来部 子ども保育課 2216 135

第１０　保育所（園）の職員状況は適切か

指摘及び意見 措置状況（平成３０年７月末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

1　意見
【職員の配置状況】
臨時職員、嘱託職員でまかなっている実情がみと
められることから正規職員の雇用に力を入れるべき
であるが、現状を維持して、各保育所(園）が保育の
質を保てるよう継続的に努力することが望まれる。

多様化する保育ニーズに対応するとともに、効率的な保育所運営を進めるため、多様
な働き方の職員の活用を図っている。正規職員と同様に、非正規職員と情報共有を図
り、職場研修を行うなどして、保育の質の維持、向上に努めている。

○ 子ども未来部 子ども保育課 2214 149

2　指摘
【職員の出退勤】
職員の正確な出勤時間や退勤時間は把握できて
おらず出退勤管理としては労働環境上適切ではな
い可能性が高いと思われる。

人事課と協議して「出所・退所記録表」を作成し、平成３０年６月１日より運用を開始し
た。各施設の保育所長が職員の出勤状況を把握できるよう、事務室に記録表を設置
し、各職員が記帳する形態で運用管理している。

○ 子ども未来部 子ども保育課 2214 149



包括外部監査 措 置 状 況 報 告 書

（地方自治法第252条の38第6項に基づくもの）

対　　　象 岐阜市の保育事業 結果欄の記載方法

監査実施年度 平成29年度 ○、△、×のいずれかを記入

提　出　日(最新提出日) 平成30年7月31日 ○：措　　置　　済　　措置を講じた（実施中含む）もの

監査委員公表日 平成30年10月9日 △：検　　討　　中　　検討中のもの

×：未実施決定済　 措置を講じないことを決定したもの

平成30年7月末時点の措置状況　（既に措置済みのものも含む）

措置済 検討中 未実施決定済 合計

17 9 2 28

指摘及び意見 措置状況（平成３０年７月末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

2　意見
【職員の出退勤】
保育所（園）職員の勤務時間管理については、タイ
ムカード等を設置するなどして、出退勤管理を行う
ことが望ましいと考えられる。

人事課と協議して「出所・退所記録表」を作成し、平成３０年６月１日より運用を開始し
た。各施設の保育所長が職員の出勤状況を把握できるよう、事務室に記録表を設置
し、各職員が記帳する形態で運用管理している。

○ 子ども未来部 子ども保育課 2214 150

3　意見
【利用者定員の超過】
私立幼稚園に対し認定こども園への移行、及び小
規模保育事業所の開設などの方策を進めていくこ
とが適切である。

今後も引き続き、私立幼稚園に対して、認定こども園への移行、及び小規模保育事業
所の開設などを促していく。

○ 子ども未来部 子ども保育課 2213 151

第１１　保育所（園）の職員研修は適切に実施されているか

指摘及び意見 措置状況（平成３０年７月末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

1　意見
【研修参加者の把握】
市としては、処遇改善加算の対象にもなるため、私
立保育園に対して研修受講の啓発を行い、可能な
限り研修受講者名の把握を行っていくことが可能で
あると考えられる。

今後、私立保育園に対して、各職員のキャリアパス研修等も見据えて、初任者から管
理職員までの職位や職務内容等を踏まえた体系的な研修計画を作成するよう指導し、
立入検査の際に確認していく。

△ 子ども未来部 子ども保育課 2211 159

第１２　保育所（園）の多機能化への取り組み状況について

指摘及び意見 措置状況（平成３０年７月末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

1　意見
【一時預かり事業】
保護者への周知方法等に改善の余地があるのでは
ないか。

周知方法について検討していく。 △ 子ども未来部 子ども保育課 2213 173

2　意見
【休日保育事業】
拡大の方向で検討する必要がある。

保護者の利用状況等を踏まえ、検討していく。 △ 子ども未来部 子ども保育課 2215 175

3　意見
【子育て支援センター事業】
保護者への周知方法等に改善の余地があるのでは
ないか。

周知方法について検討していく。 △ 子ども未来部 子ども保育課 2215 178

第１３　保育料の収納事務及び滞納保育料の管理は適切か

指摘及び意見 措置状況（平成３０年７月末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

1　意見
【保育料の出納事務】
今後口座引き落としの割合を１００％近くとすること
が課題である。

口座登録率は９０％程度であるため、今後も引き続き登録を促進するために入所あん
ない等への掲載や、新規入所者への口座登録用紙の早期発送等を行っていく。

○ 子ども未来部 子ども保育課 2216 185

2　意見
【滞納保育料の管理】
督促状の作成や延滞金管理等に対応したシステム
を構築し「岐阜市利用者負担額滞納処分要綱案」
の決裁を受けた上で、執行をすることができるように
することが目標である。

平成３０年度中に督促状の作成や延滞金管理等に対応するシステムを構築し、平成
３１年度から滞納処分を実施できるよう、準備中である。

△ 子ども未来部 子ども保育課 2216 186



包括外部監査 措 置 状 況 報 告 書
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対　　　象 岐阜市の保育事業 結果欄の記載方法

監査実施年度 平成29年度 ○、△、×のいずれかを記入

提　出　日(最新提出日) 平成30年7月31日 ○：措　　置　　済　　措置を講じた（実施中含む）もの

監査委員公表日 平成30年10月9日 △：検　　討　　中　　検討中のもの

×：未実施決定済　 措置を講じないことを決定したもの

平成30年7月末時点の措置状況　（既に措置済みのものも含む）

措置済 検討中 未実施決定済 合計

17 9 2 28

指摘及び意見 措置状況（平成３０年７月末） 結果欄 部 課 内線等 本編頁

3　指摘
【収納率改善に向けた取り組み】
滞納保育料の徴収のため、滞納者から債務承認を
受けて時効消滅を防いだ上で、現況届記載の勤務
先に対する給与差押え手続きなどを行い、確実に
回収するよう対策をとるべきと考える。

平成３０年度中に督促状の作成や延滞金管理等に対応するシステムを構築し、平成
３１年度から滞納処分を実施できるよう、準備中である。

△ 子ども未来部 子ども保育課 2216 187

3　意見
【収納率改善に向けた取り組み】
他の利用書との公平性の観点から、児童手当から
の徴収手続を検討することが望ましい。

児童手当から保育料の徴収が実施できるよう、平成３０年度中にシステムを構築する予
定である。

△ 子ども未来部 子ども保育課 2216 187

4　指摘
【不納欠損処分】
督促手続きを経た差押え手続きをする努力をする
べきである。

平成３０年度中に督促状の作成や延滞金管理等に対応するシステムを構築し、平成
３１年度から滞納処分を実施できるよう、準備中である。

△ 子ども未来部 子ども保育課 2216 187

4　意見
【不納欠損処分】
時効で不納欠損とならないよう、分納誓約書等を記
載してもらうように促し、債務全体について債務承
認をしてもらうよう働きかけることが望ましい。

滞納者に対し、納付指導や訪問徴収、分納誓約書の記載を求めるなどして、不納欠損
とならないよう努めている。

○ 子ども未来部 子ども保育課 2216 187


